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数の自治体が存在している， 1 島 1 市町村である，そして島が自治体の一部であるの 3 つのケ
ースがある。最後のケース場合には，離島の部分に関する各種のデータが公表されていない場








総数 0歳-14歳 15歳-64歳 20歳-64歳 60歳以上 65歳以上
年 次 構割成合 構割成合 書雲 構割成合 構割成合実数 実数 実数 実数 実数 実数
1920(大正 9)年 55, 963 100.0 20, 416 36. 5 32, 605 58.3 27, 186 48.6 4, 597 8.2 2, 941 
1925 ( 11 14)年 59, 737 100.0 21, 924 36.7 34, 792 58.2 28, 906 48.4 4, 589 7.7 3, 021 
1930(昭和 5)年 64, 450 100.0 23, 579 36.6 37, 807 58.7 31, 267 48.5 4, 786 7.4 3, 064 
1935 ( 11 10)年 69, 254 100.0 25, 545 36.9 40, 484 58.5 33, 843 48.9 5, 156 7.4 3, 225 
1940( 11 15)年①② 73, 075 10. 0 26, 369 36.1 43, 252 59.2 35, 842 49.0 5, 681 7.8 3, 454 
1950 ( 11 25)年①@ 84, 115 100.0 29, 786 35.4 50, 168 59.6 41, 499 49. 3 6, 485 7.7 4, 155 
1955 ( 11 30)年①④ 90, 077 100.0 30, 123 33.4 55, 167 61. 2 46, 458 51. 6 7, 304 8.1 4, 786 
1960 ( 11 35)年① 94, 302 100.0 28, 434 30.2 60, 469 64. 1 51, 090 54.2 8, 351 8.9 5, 398 
1965( 11 40)年① 99, 209 100.0 25, 529 25.7 67, 444 68.0 56, 496 56.9 9, 604 9.7 6, 236 
1970( 11 45)年 104, 665 100.0 25, 153 24.0 72, 119 68. 9 62, 952 60.1 11, 145 10.6 7, 393 
1975( 11 50)年① 1ll, 940 100.0 27, 221 24.3 75, 807 67. 7 67, 859 60.6 13, 149 11.7 8, 865 
1980 ( 11 55)年① 117, 060 100.0 27, 507 23.5 78, 835 67.3 70, 562 60.3 15, 113 12.9 10, 647 
1985( グ 60)年① 121, 049 10. 0 26, 033 21. 5 82, 506 68.2 73, 526 60. 7 17, 874 14.8 12, 468 
1986( 11 61)年 121, 672 100.0 25, 434 20.9 83, 368 68.5 73, 857 60.7 18, 601 15.3 12, 870 
1987 ( 11 62)年 122, 264 100.0 24, 753 20.2 84, 189 68.9 74, 513 60.9 19, 359 15.8 13, 322 
1988( 11 63)年 122, 783 100.0 23, 985 19.5 85, 013 69.2 75, 123 61. 2 20, 108 16.4 13, 785 
1989(平成元)年 123, 255 100.0 23, 201 18.8 85, 745 69.6 75, 719 61. 4 20, 883 16.9 14, 309 
1990( 11 2)年 124, 225 100.0 23, 132 18.6 86, 274 69.4 76, 238 61. 4 21, 559 17.4 14, 819 
1995( 11 7)年 127, 565 100.0 22, 387 17.5 87, 168 68.3 78, 644 61. 7 25, 469 20.0 18, 009 
2000( グ 12)年 131, 192 100.0 23, 591 18.0 86, 263 65.8 78, 830 60.1 28, 975 22.1 21, 338 
2005( 11 17)年 134, 247 100.0 25, 164 18.7 84, 888 63.2 77, 755 57.9 32, 606 24.3 24, 195 
2010 ( 11 22)年 135, 823 100.0 25, 301 18.6 83, 418 61. 4 75, 636 55.7 36, 977 27.2 27, 104 
2013( 11 25)年 136, 030 100.0 24, 568 18. 1 82, 399 60.6 74, 068 54.5 38, 510 28.3 29, 063 
2015( 1/ 27)年 135, 938 100.0 23, 876 17.6 81, 419 59.9 72, 783 53.5 38, 940 28.6 30, 643 
2020( 11 32)年 135, 304 100.0 22, 327 16.5 81, 097 59.9 72, 390 53.5 39, 043 28.9 31, 880 
2021 ( 11 33)年 135, 160 100.0 22, 153 16.4 81, 141 60.0 72, 549 53. 7 38, 979 28.8 31, 866 
2025( 11 37)年 134, 642 100.0 22, 075 16.4 81, 102 60.2 73, 181 54.4 38, 958 28.9 31, 465 
2043( 11 55)年 130, 645 100.0 23, 252 17.8 75, 747 58.0 67, 744 51. 9 38, 723 29.6 31, 646 
2050( 11 62)年 128, 681 100.0 21, 967 17.1 76, 433 59.4 68, 368 53.1 36, 791 28.6 30, 281 
2075( 1/ 87)年 124, 890 100.0 22, 466 18.0 73, 739 59.0 65, 870 52.7 35, 269 28.2 28, 685 
2085( 11 97)年 124, 066 100.0 22, 277 18.0 74, 473 60.0 67, 041 54.0 34, 317 27.7 27, 316 





3 2013 (平成25) 年:総人口数ピーク。

































5 2021 (平成33) 年:高齢化度 (65歳以上人口の総数に占める割合〉数ピーク。








1, 069 1.3 
1, 388 1.5 
1, 642 1.7 
1, 894 1.9 
2, 237 2.1 
2, 841 2. 5 
3, 660 3.1 
4, 712 3.9 
4, 953 4.1 
5, 227 4.3 
5, 478 4.5 
5, 746 4.7 
5, 917 4.8 
6, 986 5.5 
8, 452 6.4 
10, 472 7.8 
12, 456 9.2 
13, 453 9.9 
13, 894 
15, 313 11.3 
15, 239 11. 3 
17, 367 12.9 
15, 691 12.0 
17, 005 13.21 
14, 826 11. 91 
15, 310 12.31 
(資料〉昭和60年以前は総務庁統計局「国調勢査J，昭和61， 62, 63，平成元年は総務庁統計局「推計
人口J 1990 (平成 2) 年以降は厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口(昭和61年12月推
計)J
















表 1 は，平成 3 年版『社会保障入門~ (厚生大臣官房政策課編集)に掲載された， 1年齢区









えられることになった。 11. 57ショック」あるいは 11. 53ショッグ」のキャッチフレーズがマ
スコミによって大きく取り上げられたように，最大の要因は，合計特殊出生率の低下であった。
表 2 が示すように， 86年推計による 1990年の合計特殊出生率予測値は，中位値で1. 839 であっ
たのに対して， 1990年の合計特殊出生率の実際値は1. 53であり，予測を大きく下回っていた。
のみならず，この値は，人口置換水準をも大きく下回るものであった。阿藤誠民は，人口問題
(2) ある年の年齢別出生率をもとに，生まれた子供の数が女子人口 1 人当たり平均何人になるかを計算
したものが合計特殊出生率である。出生率を表す指標で，もっとも簡単でありかつもっともよく用い




に入れて 1 人の女子が 1 人の娘に置き換ること(世代の単純再生産〉を可能にする出生率を表す。わ




推計では， 1. 5前後，低位推計では1. 4前後)を続けることになる」として，このような低出生
率の人口構造への影響および社会経済的影響を，以下の 4 点にわたって指摘している。第 1 は，
消費市場・行政需要への影響である。 1974年以来の産婦人科医の需要減少， 90年の高校進学年
齢人口の減少， 93年の大学進学年齢人口の減少などがその具体例である。




た後，長期の減少過程に入札 80年後には 1 億人を下回る可能性もあるとされてい2:
表 2 将来の推定出生，死亡数と率ならびに合計特殊出生率の推移予測
出 生 死 亡 合計特殊出生率
年次 (1実，000数人) I 率 (偽) (1実.000数人) I 率 (払) 高位|中位|低位
1990 1, 482 11. 93 849 6. 84 1, 911 1, 839 1, 767 
1995 1, 658 13.00 953 7.47 2, 039 1, 925 1, 810 
2000 1, 789 13.64 1, 076 8. 20 2, 089 1, 958 1, 827 
2005 1, 701 12.67 1, 208 9.00 2, 105 1.969 1, 833 
2010 1, 519 11. 19 1, 353 9. 96 2, 116 1, 977 1, 837 
2015 1, 428 10.50 1, 502 11. 05 2, 127 1, 984 1, 842 
2020 1.480 10.94 1. 626 12.02 2, 139 1, 992 1, 846 







表 3 は， 1991年 6 月暫定推計が示されている，平成 4 年版『社会保障入門j] (厚生省大臣官
房政策編集) r年齢区分別人口の推移と将来推計」の1蜘年以降の部分で、ぁ2: 高齢化に関し
2.10 (1975) , 2.08 (1989) と下がってきた(厚生省人口問題研究所， 1990)oJ (阿藤誠「人口少産化
の背景とその展望J (W 日本労働研究雑誌JI No. 381 August 1991 11ページ〉。
(4) 向上10ページ。
(5) 同上10ベージ。









総数 。歳-14歳 15歳-64歳 20歳~4歳 60歳以上 65歳以上 75歳以上
年 次 構割成合 構割成合 構割成合 構割成合 構割成合 構割成合 書容実数 実数 実数 実数 実数 実数 実数
1990( 11 2)年 123.612 100.0 22, 484 18.2 86, 228 69.8 76, 206 61. 7 21, 631 17.5 14, 899 12.1 5, 981 4. 8 
1995( 11 7)年 125, 263 100.0 19, 993 16.0 87, 116 69.6 78, 611 62.8 25, 610 20.4 18, 154 14.5 7, 110 5.7 
2000 ( 11 12)年 126, 981 100.0 19, 279 15.2 86, 191 67.9 78, 782 62.1 29, 154 23. 0 21, 511 16.9 8, 609 Q. 8 
2005 ( 11 17)年 128, 663 100.0 20, 120 15.6 84, 166 65. 4 77, 673 60.4 32, 782 25.5 24, 376 19.0 10, 630 8.3 
2010 (μ22)年 129. 450 100.0 21, 247 16.4 80, 936 62.5 74, 913 57.9 37, 130 28. 7 27, 266 21.1 12, 606 9.7 
2015( 11 27)年 128, 852 100.0 21, 076 16.4 77, 002 59.8 70, 307 54.6 39, 056 30.3 30, 774 23.9 14, 030 10.9 
2020 ( 1/ 32)年 126, 903 100.0 19, 617 15.5 75, 317 59. 4 67, 986 53.6 39, 120 30.8 31, 969 25.2 15, 418 12.2 
(注) 1 各年10月 1 日現在
2 2010 (平成22) 年:総人口数ピーグ。
3 2020 (平成32) 年:老年人口 (65歳以上人口〉数ピーク。
(資料) 1990 (平成 2) 年以降は厚生省人口問題研究所「日本の将来推計人口(平成 3年 6 月暫定推
計)J (中位推計〉








1990年(平成 2 年) 10月現在， 12.0%であるが，都道府県別にみると，もっとも高いのが島根
県の18.2%，ついで高知県の 17.2%であり，もっとも低いのが埼玉県の 8.3%，これに神奈川
県の8.8%が続いている。都道府県でおよそ 2 倍の格差がある。市町村の場合には， 1985年(昭












平成 2 年 4 月 l 日現在
都道府県 法律指定 市町村数 平国成 2 年調 世帯数 面 積 海岸延長
有人島数 市|町|村 (概数人口) (km3) (km) 
北 海 道 6 6 20, 728 6, 709 418.93 220.9 
宮 城 県 9 3 2 8, 051 2, 266 24.81 105.6 
山 形 県 l l 一 597 187 2.49 10.2 
東 尽 都 13 2 7 32, 300 12, 787 357.67 399.6 
離張法 9 2 6 29, 939 11, 766 289.42 260.0 
小笠原法 4 一 一 l 2, 361 1, 021 68.25 139.6 |新 潟 県 2 l 7 3 78, 541 24, 790 866.38 268.8 
石 JlI 県 l 321 82 1. 03 5.0 
静 岡 県! 1 l 一 163 68 0.44 1.6 
愛 長日 県 3 2 5, 242 1, 507 3.27 23.1 
重 県 6 l 2 6, 748 1, 951 14.63 60.4 
兵 庫 県 6 l 2 11, 360 3, 350 53.66 92.0 
和歌山県 l l 一 1, 829 726 9.91 28.0 
島 根 県 4 3 4 27, 493 9, 785 348.15 467.5 
間 山 県 17 4 l 一 6, 191 2, 356 31.57 120.0 
広 島 県 22 6 9 一 40, 023 14, 516 146.79 276.6 
山 口 県 22 7 8 一 9, 026 3, 463 70.22 214.6 
徳 島 県 2 1 l 512 221 2.06 12.6 
香 J 1 県 22 4 4 一 7, 779 3, 290 58.02 157.7 
愛 援 県 6 9 4 52, 732 18, 874 214.31 474.7 
市I司主・ 知 県
281 1 
l 618 298 11.84 21.6 
福 岡 県 2 3 l 3, 439 1, 101 13. 77 56.0 
佐 賀 県 8 1 3 3, 954 1, 062 13.51 56.5 
長 崎 県 60 4 30 l 214, 069 73, 048 1, 641. 19 2, 534.4 
費量 本 県 6 4 5, 376 1, 749 2. 89 67.8 
l 大 分 県 7 2 2 I 8, 227 2, 551 18.00 65.0 
宮 崎 県 3 2 1 1, 702 488 5.29 27.2 
鹿児島県 28 3 16 9 207, 096 76, .824 2, 475.95 1, 633.3 
|離振法 20 2 6 6 64, 257 24, 722 1, 236.51 770.9 
奄振法 8 l 10 3 142, 839 52, 102 1, 239.44 862.4 
沖縄県 40 2 7 15 127, 957 41, 420 1, 010.47 964.7 
離 島 計 335 54 125 45 882, 074 305, 469 7, 837.25 8, 365.4 
離振法 283 51 108 26 608, 917 210, 926 5, 519.09 6, 398.7 
その他の法 52 3 17 19 273, 157 94, 543 2, 318.16 1, 966.7 
全 国 計 ※6， 852 655 2, 587 123, 611, 541 41, 016, 255 377, 801. 14 34, 277.0 
(注) 1.本表は，平成 2年 4 月 1 日現在の法律指定有人島数等の状況について掲載した。人口・世帯数
については，平成 2年10月 1 日現在の国勢調査〈概数人口〉である。ただし，次の島については，
表示のとおり措置した。
(1) 離島振興法関係離島




②広島県臼島は，平成 2年 4 月 1 日現在の住民登録人口が零となったため，割愛した。
2. 1全国計」の各欄の出典は，次のとおりである。
(1) ※印の島数は， 1海上保安の現況J (昭和63年 9 月，海上保安庁〉による，本州，四国，九州，
北海道，沖縄本島，北方領土，竹島並びに無人島を含む全国の構成島数である。
(2) 市町村数は「全国市町村要覧平成 2年版J (自省行政局編〉による，全国の市町村数である。
(3) 平成 2年国調〈概数人口〉並びに世帯数は， 1平成 2 年国勢調査速報全国都道府県市村町村
別人口 J (総務庁統計局編〉による，全国の総人口，世帯数である。
(4) 面積は， 1昭和60年全国都道府県市区町村別面積調J (建設省国土地理院編〉による全国の総
面積である。
(5) 海岸延長は， 1海岸統計61年度版J (建設省河川局編〉による全国の総海岸延長である。
出所〉国土庁地方振興局離島振興課監修 財団法人日本離島センター編集 1991年版『離島統計年報』
表 5 離島地域・過疎地域の人口の推移
昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成 2 年
過疎地域 12, 370, 061 10, 781, 857 9. 319, 953 8, 509, 774 8, 155, 649 7, 859, 466 7, 423, 441 





























(国勢調査〉増減率は， 40/35を例に取れば， (昭和40年人口一昭和35年人口)/昭和35年人口 x 100。
本州、1.四国，九州，北海道，沖縄本島，北方領土，竹島ならびに無人島を含む全国の構成島
数とされるものは， 6， 852で、あな 1991年版『離島統計年報』によれば， 1990年(平成 2 年〉
4 月 1 日現在におけるわが国の有人島数は335島，人口 882， 074人，世帯数は 305 ， 469 である。
このうち，離島振興法指定島数は283島，人口 608， 917人，世帯数は210 ， 926である。これらは，
日本全体の人口である 123 ， 611 ， 541人の，それぞれ0.71% と， 0.49%にあたる。
離島の人口の推移を，同じ人口減少地域である過疎地域との対比で見てみよう。離島振興法







び平成 2 年でも見られるものの，平成 2 年以降人口減少率はふたたび悪化し始めるとの推計















表 6 離島の人口動態 (島数〉
分類 自然 社会 人口 指定離島( )内 % 
A ム ム ム 128 ( 45.6) 
B ム 。 ム 14 ( 5.0) 
C 。 ム ム 74 ( 26.3) 
D ム 。 。 25 ( 8.9) 
E 。 ム 。 6 ( 2.1) 
F 。 。 。 9 ( 3.2) 
G 一 一 25 ( 8.9) 
L合計 L 281 (100.0) 
註〉ムは減少， 0は増加を表す。どちらも O を含むことがある。




人口 5 万人以上は 1 島， 1 万人以上10島であり， 5， 000人以上を取ってみても 21島にすぎない。
一方， 500人未満が166島， 500人以上1 ， 000人未満が41島であるから両者を合わせて， 1 ， 000 人
未満の島が約74%を占めていることになる。
表 8 は，先の表 7 に関して，今少し詳細に離島の全体を把握しようとしたものである。人口
I ， 000人未満の島が 4 分の 3 近くを占めており，その中でも， 100人未満の島が 4 割近くをなし









600 明 699 
70日ー 799 
B自由ー 899 
900 司 999 
1 ， 000 ・ 1 ， 999
2 ，自由自- 2 ，守争9
3 ，自由自由 3 ， 9争守
4 ，曲目白田 4 ,999 
5 ，自由自- 5 ， 99守
6 ,000- 6 ， 99守
7 ， 000・守， 999
8 ，自由自- 8 ， 9ヲ9
9 ，曲目白- 9 ， 9守9
10 ，曲目白ー 19 ， 999
2 白， 000・2守， 999
3由，自由自 -39 ， 999
40 ， 0自由・4守， 999
50 ，曲目白 -59 ， 999
60 ，由自由 -69 ， 999
70 ，由自由・7ヲ， 999
80 ,000-89 ,999 




人 口 規 模 島 数
1 '" 500人未満 166 
500 '" 1, 000 41 
1, 000 '" 2, 000 21 
2, 000 '" 3, 000 1 
3, 000 '" 4, 000 12 
4, 000 '" 5, 000 8 
5, 000 '" 10, 000 1 
10, 000 '" 20, 000 4 
20, 000 '" 30, 000 1 
30, 000 '" 40, 000 2 
40, 000 '" 50, 000 2 















































































類型 昭和35年 昭和40年 昭和45年 昭和50年 昭和55年 昭和60年 平成 2 年 H2/S35 
内海近接 260, 316 233, 135 208, 064 192, 263 177, 766 165, 622 148, 398 -43.0 
外海近接 131, 621 112, 135 89, 720 73, 585 67, 311 63, 247 51, 510 -60.9 
群島主島 302, 438 275, 623 244, 781 224, 703 217, 252 208, 005 194, 386 -35.7 
群島属島 44, 145 36, 679 30, 621 26, 637 24, 110 22, 597 20, 555 -53.4 
孤立大型 266, 243 245, 757 215, 441 20 1, 196 193, 012 184, 981 173, 765 -34.7 
孤立小型 32, 425 26, 372 21, 669 18, 883 17, 641 16, 878 15, 810 -51. 2 
計 1, 037, 18 ~29 ， 701 810, 296 737, 267 697, 092 66 1, 330 604, 424 -41. 7 
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表 9 と図 1 は，離島振興法指定離島に関して，人口の時系列的変化を離島類型別に示したも
のである。人口減少は，外海本土接近型の60.9%減(対昭和35年比での平成 2 年人口)，群島












群 島 型 16.2 
孤立大型 16.3 
孤立小型 16.4 
離島 言十 16.9 
(1985年国勢調査〕











1960年 1965年 1970年 1975年 1980年 1985年
高佐 島 9. 9 8. 9 10. 8 12.9 14.8 16.9 
過疎地域 7. 0 8.6 10.8 13.0 15.0 17.2 










離島合計 14.05 22.42 19.10 
指定離島 11. 99 17.73 15.44 
その他の離島 19.85 34.80 27.83 





























人口 老年人口 young old old old 65+ (%) 75+ (%) 
島数 tota1 666, 074 112, 323 66, 308 46, 015 16.9 6.91 
196 1-999 55, 827 12, 252 7, 130 5, 122 21. 9 9.17 
14 1000-1999 36, 336 5, 776 3, 493 2, 283 15.9 6.28 
7 2000-2999 24, 146 4, 113 2, 371 1, 742 17.0 7.21 
9 3000-3999 40, 462 8, 181 4, 856 3, 325 20.2 8.22 
6 4000-4999 32, 895 4, 628 2, 745 1, 883 14.1 5.72 
3 5000-5999 18, 995 1, 868 1, 100 768 9.8 4.04 
1 6000-6999 7, 407 1, 080 693 387 14.6 5.22 
。 7000-7999 
l 8000-8999 9, 323 1, 185 731 454 12.7 4.87 
6 9000司9999 62, 203 11, 527 6, 722 4, 805 18.5 7.72 
l 10000-10999 13, 760 2, 744 1, 638 1, 106 19.9 8.04 
l 13760 13, 760 2, 744 1, 638 1, 106 19.9 8.04 
14802 14, 802 2, 137 1, 311 826 14.4 5.58 
1 19675 19, 675 3, 664 2, 060 1, 604 18.6 8.15 
l 32352 32, 352 3, 925 2, 450 1, 475 12.1 4.56 I 
l 38897 38, 897 5, 959 3, 432 2, 527 15.3 6.50 
l 42007 42, 007 5, 998 3, 625 2, 373 14.3 5.65 I 
l 48578 48, 578 5, 849 3, 526 2, 323 12.0 4.78 
l 50545 50, 545 7, 660 4, 506 3, 154 15.2 6.24 
81939 81, 939 16, 592 9, 812 6, 780 20.2 8.27 




f千人未満〕 表14 人口規模と老年人口比率 (2)
人口 老年人口 young old old old 65+ (%) 75+(%) 
島数 total 55, 827 12, 252 7, 130 5, 122 21. 9 9.17 
69 1-9 3, 595 949 538 411 26.4 11.43 
33 100-199 4, 610 1, 150 667 483 24.9 10.48 
25 200-299 6, 424 1, 421 812 609 22.1 9.48 
17 300-399 5, 923 1, 278 774 504 21. 6 8.51 
9 400-499 3, 961 823 486 337 20.8 8.51 
13 500-599 7, 191 1, 598 930 668 22.2 9.29 
8 600-699 5, 113 1, 156 697 459 22.6 8.98 
6 700-799 4, 480 784 491 293 17.5 6.54 
6 800-899 5, 000 993 588 405 19.9 8.10 
10 900-999 9, 530 2, 100 1, 147 953 22.0 10.00 
し老人世帯数と，高齢者のみ夫婦世帯数である。これらの統計は，現状では市町村単位での集
計値しかなく，全域が離島である市町村以外は，その具体数を確定することが出来ない。




















事 項 元年度予算 2 年度予算 3 年度予算 警間
1.在宅福祉対策の緊急整備
(1) ホームへルパー(訪問し介護を行 I 31, 405人 35， 905人 I 40， 905人 I 100, 000人
う者)の充実
(2) ショートスティ(特別養護老人ホ 4， 274床
ーム等に短期滞在する事業)の充実
(+4， 500人) I (+5， 000人)
7 ， 674床 I 11 ， 674床 50, 000床
(+3， 400床) I (+4， 000床)
(3) デイサービス(日帰りで介護サー I 1 ， 080か所 I 1 ， 780か所 I 2， 630か所 I 10， 000か所
ビスを受ける事業)の充実 I I (+700か所) I (+850か所)
瓦j 云云テトJ謹支}室長ジ長二ーゐ元美一一一一一一[一一一一一二一一一一γ--iぬーか扇一一「一-ybbーが説--------r-ïö-.-ooル説
( +400か所)





3， 849か所 I 4 ， 316か所 I 4， 783か所
( +467か所) I (+467か所)




(3) 脳卒中，骨折等の予防のための健 I 17， 625百万円 I 17 ， 779百万円 I 18, 026百万円
康教育等の充実
祉の脚立めの関守 163年度) l議事長)福祉基金 補正予算100億円
4. 施設の緊急整備(整備費)
(1) 特別養護老人ホームの整備 8, 000床 10, 000床 10, 000床
(+2， 000床)




(3) ケアハウスの整備 I 200人 1, 500人 I 3， 000人 I 100, 000人







(2) r高齢者の生きがいと健康づくり推 I 152市町村 I 304市町村 I 304市町村
進モデル事業J I I(新規152市町村)I(新規152市町村)
6. 長寿科学研究の推進 I I 
長寿科学総合研究経費 I 508百万円 I 1 ， 002百万円 I 1， 392百万円
7. 高齢者のための総合的な福祉施設の





①福祉人材情報センターの設置 I -- I -- I 15か所
②福祉人材パンク事業の推進 I -- I -- I 95か所


























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































































(11) 在宅福祉を，市町村必須事務として義務づけることは，福祉関係関連 8 法の改正時に大蔵省と自治
省行政局サイドの反対によって覆され，努力規定に終わった。この点を含め，関連 8法改正から地方
老人保健福祉計画に至る経過と問題点の包括的検討に関しては，沢井勝「高齢者保健福祉計画の策定











う母集団人口は少なくみても 1""2 万人以上の規模ということになる。内地離島 286 のうち人
口 1 万人以上の離島はわずかに15島にすぎず， 2 万人以上の離島に至っては 6 島にすぎない」。
1986年 5 月時点で，離島(法指定離島以外も含む〉の老人福祉施設の整備状況は，養護老人ホ
ーム 23ケ所(19島)，定員1 ， 235人，特別養護老人ホーム 33ヶ所 (21島)定員1 ， 925人である。
これを1985年の全離島の65才以上人口 153 ， 787人で割れば， l. 25%である。全国の特別養護老
人ホーム定員率は， l. 1 であり，それに較べれば高いのであるが， 都道府県レベルで、も，一番
高い沖縄県の2.6 (平成元年 3 月規準)から，最も低い群馬など 5 県の0.6まで 4 倍以上の聞き
がある。広域圏ごとの数字では，東京都郡・島しょ広域市町村圏の定員率 8.3% という数字も
ある。アクセスが制限されている点からすれば 1 ， 000 名を越える島には， 1 島にひとつ拠点に
なり得る福祉施設が欲しいところである。
老人福祉施設に関しては，これまでにも離島はユニークな取り組みを行っている。 1983年 7
















れはゴールドプランにも， 全国 400 ヶ所設置が掲げられているものであるが， 大分県姫島の









を満たすことを目標としている。この施設を用いて，デイサービス(月~土曜， 1 日 20'""25人







デイサービスに関しては，平成 4 年度よりこれまでのA (重介護型)， B (標準型)， c (軽
介護型〉に， D (小規模デイサービスセンター〉と E (痴呆性老人向け毎日通所型〉が加えら









病院数 10.081 601 42 
診療所数 80.572 4.497 413 
病床数 1.938.753 87.671 5. 819 
l 万人当病床数 156.8 118.1 90.9 
歯科診療所数 51. 196 1.974 174 
註〉過疎は国土庁調べ，全国は厚生省「医療施設調査病院報告」による。表中
の離島は離島振興法指定離島を指す。離島データは，平成元年 4 月 1 日現在，
『離島調査年報~ 1990年版による。





医師数 201, 658 6, 374 690 
l 万人当医師数 16.3 8. 6 10.7 
歯科医師数 70, 572 2, 470 217 
1 万人当歯科医師数 5.7 3.3 3.4 
註〉過疎は国土庁調べ，全国は厚生省「医師・歯科医師・薬剤土調査」による。


































でもある。 1988年10月現在，利用会員は77人，協力会員 114 人が登録されている。家庭奉仕員
(へルパー〉は11人，この内非常勤が 9 人である。福祉委員と民生委員がコーディネターの役割
を果たし，協力会員と，へノレノミーとデイサービスとを利用することで，一人暮し老人や要援護

















(17) 日本経済新聞1989年 7 月 24 日。
(18) 講演と討論くデンマークにけおる地方自治と福祉>1公共サーピスの効率性とはJ (大阪地方自治
研究センター 1991年〉。
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